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東京大学医学教育国際協力研究センター 

センター長 山本一彦 

 

東京大学医学教育国際協力研究センターでは 2000 年 4 月 1 日の設立以来、国内や海外

の医学教育のあり方を幅広く研究するとともに、発展途上国における医学教育領域の国際

協力を推進してきました。当初は、政府開発援助（ODA）や各種研究費等による医学教育

分野の国際協力プロジェクトを展開することを目標としてきましたが、2005 年から JICA

アフガニスタン医学教育プロジェクトに継続的に協力し、昨年度は JBIC によるインドネ

シア大学整備・保健医療人材育成事業に係る案件形成促進調査に参加するなど、着実に経

験を増やしてきました。昨年 12 月からは JICA ラオスセタティラート大学病院医学教育研

究強化プロジェクトを当センターを含めた共同企業体にて受託しましたが、これまでにな

いやり甲斐と共に、いくつかの苦労や課題も感じております。 

さて当センターでは、医学教育研究・国際協力による「人づくり」を通じた各国の医療

や健康への寄与について建設的かつ具体的に検討する場として、医学教育国際協力研究フ

ォーラムを年１回開催してきています。これまで６回のフォーラムでは、医学教育領域に

絞った国際協力をテーマとし、大学関係者や医療関係者を中心とした講演や討論を行って

きました。今回のフォーラムは、徐々に大学関係者から注目が集まっている「国際教育協

力」、「ODA 事業の受託」に関する議論の場として、「国際教育領域の ODA 委託事業に対す

る大学の参入」というテーマに致しました。大学関係者のみならず、委託側である文部科

学省、JBIC、JICA、そして大学と協働する民間コンサルタントの方々にも広く参加を呼び

かけました。フォーラム当日は、教育領域の ODA プロジェクトへの大学の参入について各

自の立場からの現状や課題を関係者間で共有し、対策案を共に討議することで、現在の課

題が改善され、大学の参入が促進につながったのではないかと思います。今後教育領域の

ODA プロジェクトが強化され、ひいては日本の国際教育協力の発展に貢献することを祈

念しております。 

 最後になりましたが、フォーラムにご協力いただきました講演者の皆様、ならびにご後

援いただきました文部科学省、国際協力機構、国際協力銀行の関係者の皆様、当日参加し

て下さった皆様に、厚く御礼申し上げます。 
 
 

平成 20 年 4 月吉日
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１．フォーラム概要 

 

 

１．日時： 平成 20年 3 月 12 日（水）午後 1時 30 分から 6時 45 分まで 

 

２．会場： 東京大学本郷キャンパス医学部教育研究棟 13階第 5セミナー室 

 

３．主催： 東京大学医学教育国際協力研究センター 

 

４．後援： 文部科学省、国際協力機構、国際協力銀行 

 

５．テーマ：国際教育領域の ODA 委託事業に対する大学の参入 

 

６．趣旨： 近年、教育分野の ODA 事業に多くの大学が参入しつつある一方で、大学の参

入にはまだ多くの課題が残されている。この点について、①ODA 事業を委託

する日本政府、JBIC、JICA、②大学と協働する民間コンサルタント、③大学

機関の間で、十分な議論がなされていないのが現状である。そこで、本フォ

ーラムは、ODA 事業関係者それぞれの立場から見た現状と課題を関係者間で

共有し、対策案を討議することで、今後の大学参入の促進に寄与することを

目的としている。 

 

７．講演者：文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室長 梅澤敦 氏 

国際協力機構 人間開発部管理グループ長 寺西義英 氏 

国際協力銀行 プロジェクト開発部次長 大金正知 氏  

早稲田大学商学学術院 大江建 教授  

広島大学大学院国際協力研究科 馬場卓也 准教授 

鳴門教育大学学校教育学部 近森憲助 教授 

東京大学医学教育国際協力研究センター 大西弘高 講師 

社団法人海外コンサルティング企業協会 理事・事務局長 高梨寿 氏
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８．プログラム： 

 

 

13:30-13:35 開会あいさつ 

山本 一彦 （東京大学医学教育国際協力研究センター センター長）

  

第一部 「国際教育協力領域の ODA 委託事業における大学の役割および大学への期待」 

13:35-14:00 文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室長 梅澤敦氏  

14:00-14:25 国際協力機構 人間開発部管理グループ長 寺西義英氏 

14:25-14:50 国際協力銀行 プロジェクト開発部次長 大金正知氏  

14:50-15:10 休憩 

  

第二部 「大学による ODA 委託事業の実践と考察」 

15:10-15:35 早稲田大学商学学術院 大江建 教授  

15:35-16:00 広島大学大学院国際協力研究科 馬場卓也 准教授  

16:00-16:25 鳴門教育大学学校教育学部 近森憲助 教授 

16:25-16:50 東京大学医学教育国際協力研究センター 大西弘高 講師 

16:50-17:10 休憩 

  

第三部 「民間コンサルタントから見た大学との連携の現状と課題」 

17:10-17:35 社団法人海外コンサルティング企業協会 理事・事務局長 高梨寿氏 

  

第四部 「国際教育協力領域のODA委託事業に対する大学の参入についての質疑及び討論」

17:40-18:40   進行役：東京大学医学教育国際協力研究センター 大西講師 

  パネリスト：上記講演者 

  

18:40-18:45 閉会あいさつ  

北村 聖 （東京大学医学教育国際協力研究センター 教授）  

  

19:00-20:00 情報交換会 (東京大学本郷キャンパス山上会館１階) 



 

 3

２．議事録 

（敬称略） 

１． 開会のあいさつ 

 

当センターでは、これまでアフガニスタン、インドネシア、ラオスにおける ODA プロ

ジェクトに携わってきた。しかし、大学の教員が海外で仕事をすることに、全学で支

援をする体制が整っているとは言いがたいのが現状である。英米の大学では、海外で

プレゼンスを示すことが当然と思われているにも関わらず、東大においてはそのよう

な意識がまだ少ない。今回のフォーラムでは、日本政府、援助実施機関、民間コンサ

ルタント、大学が集まって、ODA プロジェクトへの大学の参入について、それぞれの

立場から問題点や改善点を議論するという点で、大変意味のあるものであり、国際協

力活動のさらなる促進に寄与できればと思っている。 

（山本一彦 東京大学医学教育国際協力研究センター長） 

 

 

２． 第一部「国際教育協力領域の ODA 委託事業における大学の役割および大学への期待」 

 

（１）文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室長 梅澤敦氏により、講演資料 1 に基づ

いて、「国際協力領域における大学の役割および大学への期待」に関する講演が行

われた後、以下の質疑応答があった。 

 

質問： 国際協力イニシアティブでは国際協力を進めていく上でのモデルづくりが

推進されているが、文科省国際課国際協力政策室の予算は JICA が計上し

ている予算に比べて規模が小さいように思われる。これは小さい規模でモ

デル化をすすめることを期待しているという理解でよろしいか。（東京大

学・大西） 

回答： 国際協力イニシアティブの予算は 1件あたり約 500 万円であり、決して多

くはないが、特に規模を限定しているわけではない。文科省として期待を

しているのは、何かを一から始めるというよりも、今まで積み重ねてきた

知見を最終的に整理して、援助の現場で生かすということであり、その意

味でこの予算を設定している。例えば、ある国で十分に研究活動してきた

ものを、汎用的なモデルとして隣国でも使うかどうか検討するというのも

一つのパターンである。（文科省・梅澤） 

 

（２）国際協力機構人間開発部管理グループ長 寺西義英氏により、講演資料 2 に基づい

て、「JICA 技術協力の委託事業～大学への期待～」に関する講演が行われた。 
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（３） 国際協力銀行プロジェクト開発部次長 大金正知氏により、講演資料 3に基づいて、

「国際協力銀行の大学連携の取組み－ODA委託事業に於ける大学の役割及び大学へ

の期待」に関する講演が行われた後、以下の質疑応答があった。 

 

質問： 日本が途上国に人的、技術的、専門的な支援をする場合、日本でその道に

最も優れた人が派遣されるべきである。しかし、そうした優れた人ほど定

期的に仕事が入っており、とても多忙である。よって、現在のように、公

示からわずか 1、2 週間でプロジェクトチームを編成して、プロポーザル

を提出するというのは、現実には非常に難しい。このような状況だと、専

門家をカモフラージュした人がチームメンバーに入るということも起き

かねず、実質的に専門性の高い支援をすることはできない。そのようなこ

とを回避するためにも、公示からプロポーザル提出までの期間を延ばすべ

きだと思うが、この点について JICA、JBIC、文科省のご意見を伺いたい。

（参加者） 

回答： おっしゃる通り、公示からプロポーザル提出までの期間は短い。今回いた

だいたご要望は担当部署に伝えたい。また、他のご要望についても引き続

き本日のような意見交換の場で教えて頂ければと思う。（JICA・寺西） 

（後日、JICA・寺西氏より、次のような補足説明を参加の皆様にお伝えいただ

けるようにとの依頼がありました。「受託を検討準備いただく余裕期間を設け

るため、「本公示」の前に、「プレ公示」を JICA ホームページ上で行っていま

すので、これを参考にして検討いただけるようお願いします。」） 

回答： コンサルタント等民間企業からの応札も同時に一方で対象にしているとい

う前提から申し上げて、大学の先生方にとって公示期間が短いという点に

ついては否めないと思う。他方 JBIC は提案型調査を行う際、プロポーザ

ルを受けとる以前から、随時大学からの相談を受けている。大学の視点か

らみた支援のニーズをヒアリングして、案件形成を行う開発部に情報提供

すると共に意見交換もしているので、そういった意見交換の機会を有効活

用して欲しい。（JBIC・大金） 

回答： 外務省には各国からの要望案件が定期的にあがってきており、その都度、

各省庁の担当部署で協議をしている。その際、大学にも要望案件に関する

コメント依頼を行っており、採択されれば公示されるという流れになって

いる。このプロセスにより、大学は将来の採択案件について公示前からあ

る程度情報を得ることができると考えている。（文科省・梅澤） 

質問： 文科省が各大学に事前に協議をして行う直営型プロジェクトのメリットは

あるか。オールジャパンという観点から、特定の大学ではなくいくつかの

大学が集まって一つのプロジェクトを行う方法もある。例えば、旧帝大、

早稲田大学、慶応大学、立命館大学、東京工業大学が日本エジプト科学技
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術大学をエジプトに新設するという構想がある。これは、各大学の学長が

委員となり、それぞれの大学が有している卓越した研究成果を生かして、

他国の教育レベル向上に貢献するという意味で、意義があると思う。（参

加者） 

司会： おっしゃる通りだと思う。委託案件ではなく直営案件への参加も意義があ

ると思う。（東京大学・大西） 

 

 

３． 第二部「大学による ODA 委託事業の実践と考察」 

 

（１） 早稲田大学商学学術院 大江健教授により、講演資料 4 に基づいて、「早稲田大学

による ODA 委託事業の実践と考察－起業家社会の創出のための教育プログラムの

普及：ASEAN」に関する講演が行われた。 

 

（２）広島大学大学院国際協力研究科 馬場卓也准教授により、講演資料 5 に基づいて、

「大学による ODA 委託事業の実践と考察－広島大学の事例－」に関する講演が行わ

れた後、以下の質疑応答があった。 

 

質問： バングラデシュのプロジェクトの発掘はどのように行われたか。（参加者） 

回答： 2 年間の助走期間を経て、大学が独立法人化した３ヶ月後に受託をした。

つまり、法人化する前から準備は始めており、当初は直営型プロジェクト

として進めていたが、2003 年 10 月に JICA が独立行政法人化、2004 年 4

月に大学が法人化したしたことから受託事業型プロジェクトとして行う

こととなった。ただ、大学ではプロジェクト経営や会計処理などを十分に

行うことはできないので、民間コンサルタントと共同企業体を組んで受託

することとなった。（広島大学・馬場） 

質問： 大学にとって、国際協力を行うことは、組織としてどのようなメリットが

あるか。（JBIC・大金） 

回答： バングラデシュのプロジェクトが直営型から受託事業型に変わることにつ

いて大学本部に説明に行った際に、留学生受け入れなどの教育・研究活動

の一環であるものに比べて、受託事業のよる受託事業費は必ずしも大きく

ないにも拘わらず、業務の負担は大きいという意見があった。つまり、国

際協力プロジェクトは、資金的な側面のみに限ると大学にとってメリット

は少ないようである。（広島大学・馬場） 

質問： 一研究者として国際協力をやっていくことは、どのようなメリットがある

か。（JBIC・大金） 
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回答： 長期的な人間関係をつくる上でメリットがあると思う。当学にて博士号を

取得したバングラデシュ人留学生が、母国で大学で教鞭を取るようになっ

た後も、いろいろな支援や協力を求められた。教育者としては、このよう

な時にとても喜びを感じる。単に、儲かる儲からないという話ではなく、

研究や教育につながるようなプロジェクトだと、大学人としても意味が大

きくなると思う。ただ、プロジェクトに関わりながら研究をする余地がな

いのが現状である。理想としては、例えばプロジェクトのために２週間滞

在し、その延長で研究のために数日間滞在するということができればいい

と思う。（広島大学・馬場） 

 

（３）鳴門教育大学学校教育学部 近森憲助教授により、講演資料 6に基づいて、「大学に

よる ODA 委託事業の実践と考察－アフガニスタン教師教育強化プロジェクト－」に

関する講演が行われた後、以下の質疑応答があった。 

 

質問： プロジェクトの中間評価や終了時評価の際には、いわゆる DAC５項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づいて評価がされ

ると思う。しかし、アフガニスタンのプロジェクトのフェーズ１では、対

象が初等教育から中等教育にシフトしており、外部要因が変化している。

このような場合に、最初の評価項目を変えてよいのか。（参加者） 

回答： 終了時評価で印象に残ったことは、PDM（プロジェクト・デザイン・マト

リックス）が評価基準になっているということである。例えば、プロジェ

クトでは PDM の指示通り１万人の教員に対して指導を行ったが、実際には

2 万人の教員がいたことから、評価が下がってしまった。途上国での教育

に関する統計は正確でない場合が多く、特にアフガニスタンのようにポス

ト・コンフリクト（紛争後）であり流動的な国においては、正確な情報は

得にくいことから、PDM を柔軟に変えていくことが必要であると思う。（鳴

門教育大学・近森） 

 

（４）東京大学医学教育国際協力研究センター大西弘高講師により、講演資料 7に基づい

て、「大学による ODA 委託事業の実践と考察」に関する講演が行われた。 

 

 

４． 第三部「民間コンサルタントから見た大学との連携の現状と課題」 

 

社団法人海外コンサルティング企業協会理事・事務局長 高梨寿氏により、講演資料 8

に基づいて、「民間コンサルタントから見た大学との連携の現状と課題」に関する講

演が行われた。 
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５． 第四部「国際教育協力領域の ODA 委託事業に対する大学の参入についての質疑および

討論」 

 

第一部から第三部の講演に関する参加者からの質問を受け付けるとともに、国際教育

協力領域の ODA 委託事業に対する大学の参入について、パネリストが討論を行った。 

 

 

■司会：東京大学医学教育国際協力研究センター大西弘高講師 

■パネリスト：国際協力機構人間開発部管理グループ長 寺西義英氏 

       国際協力銀行プロジェクト開発部次長 大金正知氏 

       早稲田大学商学学術院 大江健教授 

       広島大学大学院国際協力研究科 馬場卓也准教授 

       鳴門教育大学学校教育学部 近森憲助教授 

       社団法人海外コンサルティング企業協会理事・事務局長 高梨寿氏 

 

 

司会： まずは、大学の先生方への質問として、受託プロジェクトと本務である研究

をどう関連付けるかということについて、現状や今後の取り組みの方向性に

ついて教えていただきたい。 

大江： 博士課程の留学生を受け入れて起業家教育をし、本国に送り返すということ

をしたい。博士論文のテーマとして教育用のテキストを取り上げるのも一案

である。 

馬場： 研究には教育という観点も含まれると思う。まず研究に関しては、科学研究

費を使って、バングラデシュのプログラムアプローチの中で我々のプロジェ

クトがどのような役割を果たせるかについて研究している。また、教育に関

しては、当学で学位をとった留学生を活用して科学研究費を取り、途上国で

プロジェクトをやっていきたいと考えている。 

近森： 教育と文化の関連性は非常に深いので、この点についてケースレポートとし

て論文執筆や学会発表を行っていきたい。 

司会： 大学によるこうした取り組みについて、JICA や JBIC はどうお考えか。文科

省では、科学研究費と ODA を合わせたものをつくることを検討していると思

うが、JICA や JBIC では研究と ODA との関連をどう考えているか。 

大金： 現 JICA の国内事業部との間で、新 JICA に於ける大学との連携の在り方につ

いて協議をしているところである。新 JICA と大学との連携においては、個々

の先生方の強みだけではなく、大学の組織としての強みや国際競争力を生か

すことが重要なテーマであると考えており、新 JICA はそのような観点から

研究をバックアップしていく体制を支援していきたいと思っている。例えば、
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あるテーマに関して強い大学や国際競争力のある大学との間で研究会を定

期的にもちそのテーマについて掘り下げ、そのテーマに於ける政策協議の際

などもその大学の知見を活用したり、円借款や無償や技術協力の分野につい

てもその大学の知見を活用して協力いただいたり、そのテーマについて研究

する留学生を受け入れてもらうなどの方法がある。その際、日本には果たし

て国際競争力のある大学/分野があるかという本質的な問題も生じてくる。

ただ、待っているだけでは実現化は難しいので、そのためには、国際競争力

のある大学/分野をオールジャパンとして育てていくとある程度覚悟を決め

て実行していく必要がある。 

司会： JICA や JBIC が ODA プロジェクトを運営する上で、人材育成を含めて大学も

戦略的に関わっていくことを念頭に置いているという理解でよいか。 

大金： 大学の先生方の中には、好きな研究をやっていれば良いという方もいらっし

ゃるし、JBIC の中にも、個々の先生方にアプローチをすれば良いのであって、

組織的連携の強化は不要であるという考えもある。しかし、長い眼でみれば

援助の質の向上、開発問題の課題へのより一層の対応、大学の国際競争力の

強化にオールジャパンとして取り組んでいく為には、個々の先生方との関係

を構築することと並列して、大学組織と援助機関とが組織的な連携を図って

いく必要があると思う。援助機関やパブリックセクターが自分達だけで援助

の質を改善しようとしてもかなり限界近くまでに達しており、日本として援

助の質を上げるためには大学の先生方の知見や大学の持つ英知を活用させ

て戴きつつ組織として連携し、オールジャパンとして援助の質を上げていく

試みをしないと更なる上積みは期待できないのではないか。欧米では世銀等

のマルチの機関でも、英米などのバイの機関でもハーバードやケンブリッジ

の学者と世銀・USAID や DFID の職員が全く垣根なく人的・組織的交流をして、

アカデミズムと開発現場の援助機関が一体として援助の質の向上に取り組

んでいる。日本の大学と援助機関も早くオールジャパンとして援助の質の改

善に一体となって取り組まないと世界の潮流に置いていかれて手遅れにな

るのではないか。 

寺西： 現在の JICA の事業の主目的は、いかに途上国のニーズや支援のニーズに応

えるかということである。その中でも、技術協力プロジェクトは日本タイド

がほとんどであり、ODA 法改定により国民の心や知力を活用した支援をする

ことが提唱されているという流れがあることから、日本の組織レベル、国民

レベルでの支援をどのように取り入れるかが課題となっている。大学との連

携に関しては、いろいろな形態があるが、海外コンサルティング企業協会の

高梨様がご指摘された通り、JICA の体制や制度そのものが見直しの時期にな

る中で、大学との連携方法についても見直しの時期であると考えている。受

託型プロジェクトは、基本的には競争の中からリソースを得ようとしている
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ものであり、大学側の目的とは異なるところもあることから、調整が必要で

あろう。 

司会： 大学にとって、国際協力事業に参入するかしないかということは自由であり、

参入する場合にはそれなりのルールに従って行うということだろう。直営型

から受託型への移行は、自由競争の性質の中では必然の流れなのかもしれな

い。 

寺西： 確かに、競争は社会の流れであり、全体的な方向性であろう。 

参加者：教育は１年や 2年ではモノにはならない。5年、10 年という長期的な視野に

たって成果が出るものである。教育の基本は、ひと対ひとの関係であるから、

時間がかかるものである。しかし、ODA 削減によりプロジェクト期間が短く

なっているというのが現状であり、そのような状況で真の教育をできるのか、

JICA と JBIC にお伺いしたい。 

寺西： おっしゃる通り、教育には長期的な取り組みが必要である。案件の小型化に

ついては、ODA の全体予算が少なくなっても、一つ一つの案件の予算を比例

的に少なくする必要はない。しかし、最近は、案件の目標に対して、人的投

入が小さすぎる案件がちらほら見えてきている。この点については、現在レ

ビューを行い、結果をまとめているところである。また、JICA では、成果に

対する適切な人的投入のために、TOR ごとに根拠をもって人材投入計画を作

成しているが、大学側がそれ受けて妥当ではないと判断した場合には、ぜひ

プロポーザルで提案をしてほしい。また、外的要因や相手国の事情により、

状況が変化することもしばしば見られることから、プロセスマネジメントを

しながら案件実施段階で適切に変更していくことが必要となるだろう。教育

は植林などと同じように、短期間で成果は得られず、段階的に行う必要があ

ることから、教育協力のあり方などについて、その都度ご提案して頂ければ

と思う。 

大金： JICA・JBIC の統合により、無償資金協力プロジェクト、技術協力プロジェク

ト、円借款プロジェクトを合理的に組み合わせた新しいアプローチ、これま

でに無い長期的な視野でのアプローチができると考えている。例えば、無償

でパイロット的にプロジェクトを実施した後に、円借款によってもう少し大

きい規模に拡張し、さらに専門家を派遣するという形態も可能となる。その

ためにも新 JICA の統合は大学との連携についても更に発展した形で可能と

なるよいチャンスである。 

一方、大学の中では、ODA プロジェクトは大学本来の業務ではないと認識さ

れ、兼業規定等の規定上の制約がある場合もある。これらについては国際協

力は国際社会への貢献・大学の国際化への重要要素との認識から出来る限り

柔軟に考えていって欲しいと願う。 

他方先生方にとって契約業務や事業のマネジメントを行うのはインセンテ
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ィブが無い作業であると理解している。そんな中私立の大学の中には、事務

局がこういった契約業務やマネジメントを合理的に遂行する役割を果たし

て、大学単独で ODA プロジェクトを受注して成功している大学もある。大学

は、民間コンサルタントとの連携とともに、事務局・事務方との連携・機能

強化も重要なテーマであると考える。 

大江： 早稲田大学が行った JBIC の提案型調査の場合には、大学の事務局がすべて

の精算業務を行った。JBIC の精算業務を行えれば、どこの精算業務でも行え

ると言われたほど大変なものであったらしい。しかし、大学でもできないこ

とがあり、例えば現地での交渉については、Asia SEED に委託することとな

った。 

司会： 議論し足りないところも多くあるが、それは別の機会にこのようなテーマで

再度議論する必要があるということで、続きの議論は新 JICA 発足後などに

行いたいと思う。 

 

 

６． 閉会のあいさつ 

 

週の真ん中でお忙しいところ、遅くまでご講演、ご参加頂き有り難く思う。先ほど

アメリカから帰国したばかりだが、アメリカで当センターのアフガニスタンやラオス

での活動を紹介すると、非常に高い評価を受ける。一方、日本においては、もの好き

なことをやっていると思われ、評価にギャップがあるのを感じる。 

 ラオスでは、様々なドナーが支援をしており、日本の旗が見えなくなっている。日

本政府、民間コンサルタント、大学の三者が協力をしないと、日本の ODA は駄目にな

っていくと実感している。そのためには、まず初めにお互いの悩みや不満を言うこと

が大切であり、その意味では、今回のフォーラムは、三者が一堂に会することができ、

大変良い機会だったと感じる。 

 ただ、フォーラムでの議論がこれまでの枠組みにとらわれており、新 JICA として

今後どのように支援していくのか、支援するうえでの悩みは何か、新たに民間コンサ

ルタントや大学にやってほしいことは何か、などについて話を聞くことができなかっ

たのが残念だった。例えば、海外コンサルティング企業協会が行っている大学事務局

向けのセミナーなどを新 JICA が行ったり、国際協力の専門用語やルールを三者で共

有化して可能な限り壁をなくしたりするなど、改善するべき点はある。今回のフォー

ラムを第一歩として、さらにお互いの悩みや要望を伝え合うことで、日本の旗の見え

る支援を行えればと思う。 

（北村聖 東京大学医学教育国際協力研究センター教授）
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３. 講演資料 

 

 

１．  文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室長 梅澤敦氏 

「国際協力領域における大学の役割および大学への期待」 

 

２． 国際協力機構人間開発部管理グループ長 寺西義英氏 

「JICA 技術協力の委託事業～大学への期待～」 

 

３． 国際協力銀行 プロジェクト開発部次長 大金正知 氏  

「国際協力銀行の大学連携の取組み－ODA 委託事業に於ける大学の役割 

及び大学への期待」 

 

４． 早稲田大学商学学術院 大江建 教授  

「早稲田大学による ODA 委託事業の実践と考察－起業家社会の創出のための

教育プログラムの普及：ASEAN」 

 

５． 広島大学大学院国際協力研究科 馬場卓也 准教授 

「大学による ODA 委託事業の実践と考察－広島大学の事例－」 

 

６． 鳴門教育大学学校教育学部 近森憲助 教授 

「大学による ODA 委託事業の実践と考察－アフガニスタン教師教育強化プロ

ジェクト－」 

 

７． 東京大学医学教育国際協力研究センター 大西弘高 講師 

「大学による ODA 委託事業の実践と考察」 

 

８． 社団法人海外コンサルティング企業協会 理事・事務局長 高梨寿 氏 

           「民間コンサルタントから見た大学との連携の現状と課題」 
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４．出席者一覧 

 

（あいうえお順） 

 名前 所属 

1 阿部 一博 株式会社国際テクノ・センター 

2 新井 早苗 東京外国語大学国際学術戦略本部 

3 五十嵐 禎三 政策研究大学院大学 

4 石田 賢司 アイテック株式会社 

5 和泉 皆元聡 国際開発ジャーナル社 

6 岩井 淳武  文部科学省大臣官房国際課国際協力調査官 

7 内山 昇和  

8 小田島 貴代子 東京大学医学部付属病院 検査部 

9 小野 由美子 鳴門教育大学学校教育学部 

10 河西 理恵 つくば国際大学医療保健学部理学療法学科 

11 神田 道男 国際協力機構専門技術嘱託 

12 日下 基 国際開発ジャーナル社 

13 草野 干夫 システム科学コンサルタンツ株式会社 

14 栗原 義明 國學院大學文学部史学科 

15 三瓶 宏一 アビッドテクノロジー株式会社 

16 杉本 充邦 名古屋大学農学国際教育協力研究センター 

17 清水 勝 システム科学コンサルタンツ株式会社 

18 高間 英俊 鹿児島大学国際戦略本部 

19 鶴田 浩史 ビンコーインターナショナル株式会社 

20 徳田 由美 国際協力機構（JICA)人間開発部 第一グループ基礎教育

21 野口 修司 システム科学コンサルタンツ株式会社 

22 中村 正樹 東京大学医学部医学科４年 

23 中山 幹康  東京大学 大学院新領域創成科学研究科 教授 

24 原 郁子  

25 馬 驥 株式会社 WE Med 

26 藤沼 傑 株式会社山下設計 
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27 藤田 文彦 株式会社フジタプランニング 

28 松原 彩子 システム科学コンサルタンツ株式会社 

29 宮嵜 義朗 システム科学コンサルタンツ株式会社 

30 村上 敬丈 株式会社 村上アソシエイツ 

31 元山 寛 システム科学コンサルタンツ株式会社 

32 森 武生 都立駒込病院 

33 盛田 詩子 システム科学コンサルタンツ株式会社 

34 柳田 恵敦 日本電気株式会社 

35 山本 圭一 システム科学コンサルタンツ株式会社 

36 和田 裕司 国際協力機構（JICA)人間開発部 

37 
Christopher 

Holmes 
東京大学大学院医学系研究科国際交流室講師 

38 Warin Sukcharoen タイ大使館 
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５．アンケート調査結果 

 

参加者の皆様のうち、24 名の方々からアンケートにご回答頂きました。ご協力ありがと

うございました。アンケートで頂いたご意見、ご要望を真摯に受けとめ、今後のフォーラ

ムの運営や当センターの活動の改善に生かしてまいりたいと思います。 

アンケート調査結果は以下の通りです。 

 

 

（１）第 7回医学教育国際協力研究フォーラムについてどこでお知りになりましたか？ 

 

    

0
1
2
3
4
5
6
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8
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1．
セ
ン
タ
ー
Ｈ
Ｐ
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そ
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知
人
か
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5．
掲
示
板
・ポ

ス
タ
ー

6．
そ
の
他

 

※ その他…(JICA お知らせ、ECFA からの案内、会社のメールなど) 

※ 回答なし 2 名 

 

 

（２）今回の医学教育国際協力研究フォーラムの内容はいかがでしたか？ 
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か
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5．
全
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か
っ
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※ 回答なし 3 名 
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（３）今回の医学教育国際協力研究フォーラムで最も良いプログラムは何でしたか？ 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1．第1部 2．第2部 3．第3部 4．第4部

 
※ 回答なし６名 
※ コメント 

・ 事例発表、特に個人的にはビジネスの話がよかった。 
・ 良いプログラムばかりと思うが、早稲田大大江先生のお話は興味深か

った。 
・ 第 2 部では、自分と同じ立場にある人の本音に近いものが聞くことが

できた。 
 
 
（４）フォーラムの時間はいかがでしたか？ 
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と
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※ 回答なし 4 名 
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（５）フォーラムの会場はいかがでしたか？ 
 

         

0
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1．
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て
も
快
適

2．
快
適

3．
普
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不
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5．
と
て
も
不
快

  
※ 回答なし 1 名 

 
 
 
（６）今回の医学教育国際協力研究フォーラムについてご意見・ご感想がございましたら  

ご記入下さい。 
 

・ 個々の専門の立場から国際協力を実践されている方々の『生の声』を聞くこと

ができ、多くを学ぶことができた。 
・ 大学内部の問題、特に国際協力に対する大学全体のコミットが、まだ十分では 

ないことが興味深かった。民間からするとまさに大きな問題だと思う。 
・ 最近の事情が理解できてよかった。 
・ 興味深いテーマであり、医学教育に特化しなかったのがよかった。 
・ 人と知り合えた。自分の大学の位置が分かった。 
・ 保健医療分野の話が少なかったが、第 2 部は非常に参考になった。 
・ 大学関係者としては、文科省には最後まで参加してほしかった。大学執行部に

も聞かせたかった。 
・ ODA に対しての改善策をまとめることが今後必要だと思う。  
・ 独立法人化したからといって、大学が民間コンサルタントがやるような業務実

施をしてもあまり意味がないと思う。JICA、JBIC にこだわらない国際協力への

取り組みを見出すのが良いと思う。JICA の若い職員にうるさいことを言われる

大学教授など決して見たくない。大学の社会的役割はもっと大事なものだと思

う。 
・ 専門家の人が多くて、大学院生が少なかった。 
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（７）今後のフォーラム等のテーマやセンターへのご意見・ご要望等ございましたら  

ご記入下さい。 
 

・ 学部、大学院の授業の一環として位置づけてもいいと思う。 
・ 「成人学習としての研修員教育、カウンターパート研修のあり方」をテーマに

取り上げて欲しい。 
・ このようなセミナーがあれば、ODA に対する認識が深まると思う。 
・ 「保健・医療分野の ODA コンサルタントを対象にした医学及び医学教育におけ

る国際協力とは」また、この分野での、「日本の『知』とは何か」をテーマと

したセミナーをしてほしい。 
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６．総括 

 

東京大学医学教育国際協力研究センター 

講師 大西 弘高 

 

今回のフォーラムの主目的は、文部科学省、国際協力機構（JICA）、国際協力銀行（JBIC）

のようなドナー側と、ODA 委託プロジェクトに関わった経験のある大学、そして国際協力

に豊富な経験を持ちドナーと大学とを取り持つコンサルタント会社が一堂に会する場を

設けることであった。大学やコンサルタント会社が今後どういった方向に進むべきかにつ

いて議論し尽くすことはできなかったが、一致の方向性は見出せたのではないかと思われ

た。 

文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室の梅澤敦氏の講演内容は、同室が推進する

「国際協力イニシアチブ」事業のスキームに関する話題が中心であった。大学の国際競争

力強化、国際的な活動ができる人材の育成に向けた取り組みであり、国際協力事業におけ

る文部科学省のプレゼンスを高めているだろう。ただ、今回のテーマである「国際教育協

力領域の ODA 委託事業」に特化した話題にはなっていなかった。大学が独立法人化された

後、外部からの競争的資金調達に強いインセンティブを有している現状を踏まえると、ODA

委託事業と「国際協力イニシアチブ」事業との予算規模の差から言って、文部科学省の事

業は見直しが迫られていくのではないかと感じられた。 

JICA 人間開発部管理グループ長の寺西義英氏からは、法人委託型技術協力、業務実施

契約、大学によるプロジェクトの実績や今後への期待といった話題が出された。また、今

年 5 月末に横浜で開催される第 4 回アフリカ開発会議（TICAD）と関連して、今後アフリ

カでのプロジェクトが増える方向性が示された。ただ、現在大学による受託は伸び悩んで

おり、要請前の現場での案件形成、現地 ODA タスクフォース（大使館、JICA 事務所）へ

の相談、他大学・NGO・民間企業・地方自治体・OB 関係組織等との協力、JICA 本部（地域

部・課題部）との情報交換が大学に求められるのではないかという見通しであった。大学

は、研究を推進したいという方向性も有しているが、国際協力と研究をどのように融和さ

せていくかといった点については触れられず、今後の課題になるだろう。 

JBIC プロジェクト開発部次長である大金正知氏は、2005 年 4 月に公表された海外経済

協力業務実施方針で、「大学を含む国内関係者とのパートナーシップの強化」を掲げた点

を挙げ、大学連携の専担部署として開設したプロジェクト開発部（大学）連携班に関する

話題を中心に述べた。大学による JBIC 調査案件は近年増加しており、一定の評価はでき

るだろう。JBIC の ODA 部門は、今年 10 月 JICA と合併するが、その後大学にどういう取

り組みを期待するかについては、さほど新しい視点が出ておらず残念な印象があった。 

早稲田大学の大江建教授は、起業家精神育成のプログラムを小中学校、大学、零細企業

へと展開し、ASEAN 諸国にも普及させていった成功事例に関しての内容をまとめた。非常

に分かりやすいモデルで、結果が明確に示されていたことが刺激になった。委託元のスキ



 

 49

ーム、契約形態といった情報は全くなかったが、その後 ASEAN 諸国に自立発展的に拡大し

ている点は高く評価できた。 

広島大学大学院国際協力研究科馬場卓也准教授、鳴門教育大学学校教育学部近森憲助教

授、そして私の話題は、いずれも手掛けてきたプロジェクトの紹介と、大学や部局に与え

る影響について述べていた。利点については、外部資金の獲得、海外での研究フィールド

の確保、国際的視野が広がって生まれる教育の向上といった点で共通していた。今後の課

題についても、研究体制を確立する点でほぼ一致しているように思われた。 

社団法人海外コンサルティング企業協会の高梨寿氏は、コンサルタント市場の推移、コ

ンサルタント業界からの大学への期待、大学との連携に当たっての課題、連携に向けた協

会での取り組みに分け、システマティックな内容を話された。大学も受託事業方式の案件

に参画する際には、コンサルタント企業の補強として、あるいは自らコンサルティングを

行う団体として手を挙げることになる。その際に大学にまだ不十分な側面が何かが非常に

分かりやすく系統立って示されていたと感じた。興味深かったのは、JICA の受託事業方

式の案件に大学が手を挙げる際に、いわゆる直営方式に慣れたメンバーが関与するならば、

プロポーザル記載、契約、報告書記載、精算等において勝手が違い、面食らう可能性があ

る点である。JBIC 大金氏の講演後に「直営式のメリットは？」という質問が出たのは、

そのあたりを意識してのことかもしれない。今後、受託事業方式が増加する流れはあるよ

うだが、ODA事業に関心を持つ大学はこの点についても一定の理解をしておくべきだろう。 

質疑応答では、主に大学で ODA 事業の受託と研究とをどう関連づけるか、JICA や JBIC

は大学による ODA 事業の受託に向けて今後どのような改革をしていくかが議論された。今

回講演された先生方は、ODA 事業も各教室の特色として大いに打ち出せるものであり、教

育実践を研究にまで高めていきたいという展望を持っておられるようであった。新 JICA

では、特色を持った大学に国際競争力を高めて欲しいという期待を持って支援するための

体制づくりも考慮されているようである。その際、現在は技術協力プロジェクトがほとん

ど日本タイドである点などを考えると、今しばらくは国内の大学の国際競争力が増すまで

は国際協力事業において保護されていくと思われる。 

さて、大学で ODA 委託案件に取り組む際、大学側ではどういった対応が求められるであ

ろうか。広島大、鳴門教育大、東京大の取り組みに違いがあるとすれば、大学の規模や学

部の総合性、全学的取り組みの有無だろう。独立法人化後研究・教育に関する競争的資金

が増えるなど、国内でも大学間の競争意識は高まっているが、その際、国際交流・協力事

業に関して ODA 関連事業、特に委託事業をどう受け止めるかに関し、全学的な支援体制が

採られているかどうかは今後大きな違いを生み出していくのではないかと考えられた。 

なお改めてではありますが、フォーラムにご協力いただいた講演者の皆様、ならびにご

後援いただいた文部科学省、国際協力機構、国際協力銀行の関係各位、当日参加して下さ

った皆さまに、厚く御礼申し上げます。 
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写真 

 

   

開会あいさつ              文部科学省 梅澤氏による講演 

 

   

国際協力機構 寺西氏による講演      国際協力銀行 大金氏による講演 

 

   

早稲田大学 大江教授による講演      広島大学 馬場准教授による講演 
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鳴門教育大学 近森教授による講演     東京大学 大西講師による講演 

 

 

   

海外コンサルティング企業協会      パネルディスカッション 

高梨理事による講演 

 

 

 

 




